
 

様式第１号 （日本工業規格Ａ列４） 
※許可番号  
※許 可 
 許可有効期間更新 年月日 

年 月 日 

許    可 
 労働者供給事業        申請書 

許可有効期間更新 
①労働組合等 
名 称  

②労働組合等の 
事務所の所在地 

〒（   －    ） 
（    ）   －     

 ③代表者氏名 
 及び住所  

  ④所属上部団体 
 の名称   

 〒（  －  ）      （  ）  －    
 〒（  －  ）      （  ）  －    

⑤労働者供給事業 
を行う事業所の 
名称及び所在地  〒（  －  ）      （  ）  －    

⑥供給職種名  

(a)職 種 名     計 

(b)総 数      

(c)供 給 対 象 外 の 
 組 合 員 等 数 

     

イ 
(c)のうち臨時的 
に供給される者 

     

ロ 
常時供給される者 

     

⑦
職
種
別
組
合
員
等
数 

(d) 
供給 
対象 
予定 
者数  

ハ   計      

[    ] [    ] [    ] ⑧ 
主たる供給先の 
名 称 及 び 
事 業 種 別 

[    ] [    ] [    ] 

⑨ 許可年月日 年  月  日 ⑩事業開始予定年月日 年  月  日 

⑪ 有効期間 
  更新年月日 年  月  日 ⑪許可番号  

職業安定法第４５条及び職業安定法施行規則 第３２条第１項・第３２条第５項 の規定に 
より 許 可・許可有効期間更新 を申請します。 
 年  月  日 申請者 印 

厚 生 労 働 大 臣  殿 



 

様式第１号（第２面） 
（記載要領） 
(1) ※には、記載しないこと。 
(2) 許可を申請するときは、表題中及び表面下方の「許可有効期間更新」の文字並びに表面下方の「第
３２条第５項」の文字を抹消すること。なお、この場合⑨、⑪及び⑫欄には記載しないこと。 

(3) 許可の有効期間の更新を申請するときは、表第中及び表面下方の「許可」の文字並びに表面下方の
「第３２条第１項」の文字を抹消すること。なお、この場合⑪欄には記載しないこと。 

(4) ①欄には、当該申請を行う労働組合等の名称を記載すること。なお、法人場合は「法人」と記載す
ること。 

(5) ④欄には、当該申請を行う労働組合等が加盟、又は組織している上部組織、あるいは当該申請を行
う労働組合等の組合等で組織している上部組織（以下「労働組合等の上部組織という。」について、

全国的上部組織までを準じ系統を追って記載すること、ただし、労働組合等の上部組織がない場合は、

記載を要しない。 
(6) ⑤欄には、現実に労働者供給事業を行う事業所（労協事業所）の名称及びその所在地を記載するこ
と。なお、４以上の労供事業所がある場合で記載欄が足りない場合は、別葉に当該事項を掲載の上添

付すること。 
(7) ⑥欄には、当該申請によって供給する組合員等の職種名を記載すること。 
(8) ⑦欄については、次により記載すること。 
① (a)欄の職種名については、(d)欄に該当する組合員等の職種のみを記載すればよいこと、したが
って、(b)欄及び(c)欄は職種別に記載する必要はなく計欄のみ記載すること。 

② (c)欄には、特定の事業所等に雇用されていて、通常供給の対象とならない組合員等について記載
すること。 

③ イ欄には、(c)欄のうち、特に仕事の性質上、繁閑があり、臨時的に雇用主の了解をとって、他の
事業所に供給されることのある組合員等がある場合に限り、その職種別員数を記載すること。した

がって、その数は(c)欄の内数となること。 
④ ロ欄には、(c)欄以外の常時供給されることによって就労する組合員等の職種別員数を記載するこ
と。 

(9) ⑧欄には、主たる供給先又は供給予定先の名称を〔 〕外に、当該供給先（供給予定先）の事業の
種類を〔 〕内に記載すること。すなわち、供給に関する労働協約を締結している事業所等、又は供

給を行う予定の事業所等について記載すること。 
なお、供給先又は供給予定先が不特定の個人、小店舗等であって、これを常態とする場合にあって

は、「一般家庭、市内小店舗等」のように、なるべくその供給先の実態がわかるように記載すること。 
また、供給先又は供給予定先が数多くあり、欄数が足りない場合には、別葉に必要事項を記載の上、

添付すること。 
(10) 申請者の欄は、記名押印又は署名のいずれかにより記載すること。 
 
 
 
 



 

様式第２号 （日本工業規格Ａ列４） 

資  格  確  認  書 

１ 申請労働組合等の名称 

２ 申請労働組合等の事務所の所在地 
  （〒   －    ） 

３ 申請労働組合等の代表者の氏名 

４ 申請労働組合等の代表者の住所 
  （〒   －    ） 

上記の許可申請労働組合等は、職業安定法施行規則第４条第５項第２号柱書きに掲げるもの

であることを確認する。 
 
 年  月  日 
 
 確認団体等の名称 印 
 代 表 者 氏 名 
 
厚 生 労 働 大 臣   殿 
 
（記載要領） 

確認団体等の名称及び代表者氏名については、記名押印又は署名により記載すること。 

 



 

様式第３号（第 1面） （日本工業規格Ａ列４） 
 

労働者供給事業計画書 

１ 計画対象期間 
年  月  日から     年  月  日まで 

２ 労働者供給計画 
①職種名      計 
②常時供給数 人 人 人 人 人 人 
③臨時的供給数 人 人 人 人 人 人 

(1) 
供給計画 

④計 人 人 人 人 人 人 
(2) 
供給先の確保計画 

      

 
３ 労働者供給事業収支予算 
 

科 目 金 額（円） 摘 要 
   
   
   
   
   
   
   
   

(1) 
 

収
支
の
部 

計   
科 目 金 額（円） 摘 要 

   
   
   
   
   
   
   
   

(2) 
 

支
出
の
部 

計   
 



 

様式第３号（第２面） 
（記載要領） 
(1) ２の（１）欄には、計画対象期間において、職種別の供給組合員等の見込みの数の実数を、常態的
な供給対象組合員等と、他の事業所に雇用されているもので、雇用主の了解をとって仕事の繁閑に応

じて臨時的に供給の対象となる組合員等に区分して記載すること。 
(2) ２の（２）欄には、計画対象期間において、職種別の供給可能な供給先の見込数を記載すること。 
(3) ３については、①計画対象期間における事業の運営に必要な経費の出所と額及びその費目別支出計
画、②組合費、その他組合員等から徴収する経費の額並びにその算出方法、徴収方法（徴収の時期、

回数、その他）などを記載すること。 
なお、この場合、当該記載内容を満たす別葉の書類がすでにあるときは、当該書類を活用すること

によって、本欄の記載を省略してよいこと。 



 

様式第 3号（第 3面） 
 
労働者供給事業を行う労働組合は、職業安定法その他次に掲げる労働関係法令にかかわる重大な違反

がないことを誓約します。 
１ 労働基準法１１７条及び第１１８条第１項（同法第６条及び第５６条の規定に係る部分に限る。）

の規定並びにこれらの規定にかかわる同法第１２１条の規定 
２ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律第５８条か

ら６２条までの規定 
３ 港湾労働法第４８条、第４９条（第１号を除く。）及び第５１条（第２号及び第３号に係る部分に

限る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第５２条の規定 
４ 建設労働者の雇用の改善等に関する法律第１２条（第１号に係る部分に限る。）の規定及び当該規

定に係る同法第１３条の規定 
５ 中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関

する法律第１９条、第２０条及び第２１条（第１号に係る部分に限る。）の規定並びにこれらの規定

に係る同法第２２条の規定 
６ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第６２条、第６３条及び

第６５条の規定並びにこれらの規定に係る同法第６６条の規定 
７ 林業労働力の確保の促進に関する法律第３２条、第３３条及び第３４条（第１号に係る部分に限

る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第３５条の規定 
 



 

様式第４号 
（日本工業規格Ａ列４） 

労働組合等役職員名簿 
年  月  日現在 

①役 職 名 ②氏   名 ③年 齢 ④役 職 就 任 
年 月 日 

⑤略   歴 ⑥担当職務内

容、その他 
  歳 年  月  日 

 
年  月 
年  月 

 

      
      
      
      
      
      
      
      

 
（記載要領） 
（１） ①欄については、当該労働組合等の役員等について、その役職名を記載すること。 
（２） ④欄については、現職に就任した年月日を記載すること。 
（３） ⑤欄については、現職就任前の役職名及び就任年月を２代にわたり記載すること。 
（４） ⑥欄については、担当職務内容（名称）、その他参考となる事項を記載すること。 
（５） なお、すでに当該記載項目のすべてについて記載された書類がある場合には、当該書類を添付

することによって、当該名簿の記載を省略して差し支えないこと。 
 



 

様式第５号（第 1面） 
（日本工業規格Ａ列４） 

労働者供給事業許可申請確認書 
労働者供給事業許可有効期間更新申請確認書 

労働組合等 
名   称 

 都 道 府 県  
労 働 局 名 

 

  

申
請
者 

代 表 者 
氏   名 

 

確
認
者 

作 成 年 月 日 年  月  日 
１労働組合等の資格要件の具体的履行状況 
（１）当該労働組合等が根拠法に示された事項に現実に適合しているかどうか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）当該労働組合等が根拠法に定められた事項を含み組合等の規約等を履行しているかどうか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 労働組合等の民主的運営に関する事項 
（当該労働組合等の組織、運営が民主的なものであるかどうか。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

様式第５号（第２面） 
（日本工業規格Ａ列４） 

 
３ 法の趣旨に従って運営することができる組織及び能力の有無に関する事項 
（１） 供給対象組合等に相応する供給先の確保の見通しと労働市場の概況。 
 
 
 
 
 
（２） 供給対象は組合員等に限定されているか。 
 
 
 
 
 
（３） 常時供給対象組合等の数が正しいか。 
 
 
 
 
 
（４） 供給先の業種又は職種が供給対象組合員等の技能に相応するものかどうか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

様式第５号（第３面） 
（日本工業規格Ａ列４） 

 
４ 無料の原則に関する事項 
 
（１） 供給先から供給手数料的性格の経費を徴収していないか。 
 
 
 
 
（２） 供給対象組合員等から供給手数料的性格の経費を徴収していないか。 
 
 
 
 
 
５ その他（許可等の決定の参考事項） 
 
 
 
 
 
（記載要領） 
（１） １欄については、関係労働委員会の組合資格証明書等を裏付ける意味において、その具体的適

合状況及び履行状況を確認するものであるから、当該労働組合について、イの確認要領に基づい

て確認し、その結果を記載すること。 
（２） ２欄については、特に当該労働組合等の組織及び運営が民主的なものであり、労働者供給事業

によって不当な利益をえていないかどうかについて確認の上、記載すること。 
（３） ３欄については、労働者供給事業を円滑かつ的確に運営することができる能力を有しているか

どうかについて確認するものであるから、できる限り詳細に記載すること。 
（４） ４欄の（１）については、労働組合法等によって許容される部分についても、それが供給手数

料的経費でないことを確認の上、記載すること。 



様式第６号 
（日本工業規格Ａ列４） 

労働者供給事業許可申請等処理台帳 
○○労働局 

① 
受理年月日 

② 
労働組合等名称 

③ 
代表者氏名 

④ 
労働組合等の事

務所の所在地及

び電話番号 

⑤ 
組合員等数 
（供給対象者

数） 

⑥ 
申請等の区分 

⑦ 
処置状況 
（年月日） 

⑧ 
変更の状況 
（年月日） 

⑨ 
他機関との連

絡状況 

⑩ 
備考 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          



 

様式第６号 
（記載要領） 
(1) ①欄には、各種申請書、届出書、報告書等の書類を受理した年月日を、②欄には、労働組合等の名称を、③欄には、当該労働組合等の代表者の氏名を、
④欄には、当該労働組合等の事務所の所在地及び電話番号を、⑤欄には、当該労働組合等の組合員等の数及び供給対象組合員等の数を(  )内に、それ
ぞれ記載すること。 

(2) ⑥欄には、許可申請、許可更新申請、変更許可申請等の区分を記載すること。 
(3) ⑦欄には、各種申請等の処置(許可・不許可等)状況等を記載すること。 
(4) ⑧欄には、当該許可労働組合等についての各種変更事項を記載すること。 
(5) ⑨欄には、当該許可労働組合等についての各種申請・届出等について、又処分等についての都道府県及び労政行政機関等との連絡状況等を記載するこ
と。 

(6) ⑩欄には、当該許可労働組合等にいて労働者供給事業の運営等において参考となる事項等を記載すること。 



 

様式第９号（第１面） 
（日本工業規格Ａ列４） 

労 働 者 供 給 事 業 変 更 届 出 書 
労働者供給事業許可証書換申請書 

 

①労働組合等 
 の 名 称 

 ④ 
許可年月日 年  月  日 

②労働組合等の

事務所の所在地 
 ⑤ 

 更新年月日 年  月  日 

届
出
者 

③所属上部組織

の名称 
 ⑥ 

 変更年月日 年  月  日 
    

    

    

⑦
労
供
事
業
所
の
名

称
及
び
所
在
地 

    

⑧ 
変 更 事 項 

 

⑨ 
変  更  前 

⑩ 
変  更  後 

変
更
の
内
容 

  

⑪
変
更
事
由 

 

⑫
備
考 

 

 
上記のとおり届けます。 

 年  月  日 
 届出者 印 
 
 
厚 生 労 働 大 臣   殿 



 

様式第９号（第２面） 
（記載要領） 
（１）①欄には、届出を提出する変更前の労働組合等の名称を、②欄には、当該労働組合等の上部組織

の名称を、③欄には、当該届出を提出する変更前の労同組合等の事務所の所在地を、④欄には、許

可を受けた年月日を、⑤欄には、直近の許可の有効期間の更新年月日を、⑥欄には、当該変更事項

（複数の場合は、⑫欄にその旨を記載すること。）の変更年月日を、⑦欄には、変更前の労供事業

所の名称と所在地について、そのすべてを、それぞれ記載すること。 
（２）⑧欄には、当該労働組合等の変更事項について、変更届出を要する事項を記載（複数でも可。）

すること。 
（３）労働者供給事業の変更届出を要する事項のうち、許可証の記載事項以外の事項の変更の場合には、

表題中「労働者供給事業許可証書換申請書」の文字を抹消すること。 
（４）（３）の場合において、⑧欄に記載した事項について、次により記載することとする。 
① 労働組合等の役職員の変更については、労働組合等役職員名簿（様式第４号）を作成の上、添付

することとし、⑨欄及び⑩欄は記載を省略することとする。 
②  労働組合等の上部組織の変更については、⑨欄は記載を省略し、⑩欄に当該労働組合等の上部組
織の名称及び事務所の所在地を記載することとする。 

③  労働組合等の規約の変更については、⑨欄及び⑩欄は記載を省略することとし、変更後の労働組
合等の規約を添付することとする。 

④ 労働組合等の内部組織の変更については、⑨欄及び⑩欄は記載を省略し、当該労働組合等の労働

者供給事業の運営組織に係る変更についての部内組織図を作成し添付することとする。 
⑤ 労働組合等の事業運営規程の変更については、⑨欄及び⑩欄は記載を省略することとし、変更後

の事業運営規程を添付することとする。 
（５）労働者供給事業の変更届出を要する事項のうち、許可証の記載事項を変更する場合には、表題の

文字を抹消しないこと。 
（６）（５）の場合において、⑧欄に記載した事項について、次により記載することとする。 
① 労働組合等の名称の変更については、⑨欄は記載を省略し、⑩欄に変更後の名称を記載すること。 
② 労働組合等の事務所の所在地の変更については、⑨欄は記載を省略し、⑩欄に変更後の当該事務

所の所在地を記載すること。 
③ 労供事務所の名称の変更又は労供事務所の所在地の変更については、⑩欄に変更後の当該名称又

は変更後の当該所在地を記載すること。 
④ 労供事務所の新設については、⑩欄に新設の労供事務所の名称及び住所を記載すること。 
⑤ 供給職種の変更については、⑨欄及び⑩欄は記載を省略することとし、職種別供給対象組合員等

一覧（様式第１１号）を添付することとする。 
（７）提出者の欄は、記名押印又は署名のいずれかにより記載すること。 
 



 

様式第１０号 
（日本工業規格Ａ列４） 

職種別供給対象組合員等一覧 
 
① 
労働組合員
等数 

 
人 
② 
変更年月日 

 
年  月  日 

(a) 
職種名 

       
計 

(b) 
常時供給
数 人 人 人 人 人 人 人 人 
(c)臨時的
供給数 人 人 人 人 人 人 人 人 

③ 
変更前の供

給対象組合

員数 

(d) 
計 人 人 人 人 人 人 人 人 

(a) 
職種名 

      
 計 

(b) 
常時供給
数 人 人 人 人 人 人 人 人 
(c)臨時的
供給数 人 人 人 人 人 人 人 人 

④ 
変更後の供

給対象組合

員数 

(d) 
計 人 人 人 人 人 人 人 人 

 
⑤備考 

       

 

 

 
 
(記載要領) 
(1) ①欄には、当該労働組合の総組合員数を、②欄には、当該組合等の労働者供給事業における職種を
変更した年月日を記載すること。 

(2) ③欄には、(a)欄に変更前の当該労働組合等の供給する職種名を、(b)欄に当該供給職種別の常態的
に供給を受ける組合員等の実数を、(c)欄に当該職種別の、他の事業所に常用雇用されている者で、仕
事の繁閑に応じて臨時的に供給を受ける組合員等の実数を記載すること。 

(3) ④欄には変更後の当該供給対象組合員等について、(2)に従い記載すること。 
(4) ⑤欄には、当該供給職種の変更に伴う供給先の確保に関する具体的計画及びその方法等について記
載すること。 

 



様式１４号 
（日本工業規格Ａ列４） 

組合員等名簿 
 

（労働組合等名称）           
① 
整理番号 

② 
氏名 

③ 
年齢 

④ 
役職名 

⑤ 
職種 

⑥ 
技能程度 

⑦ 
住所 

⑧ 
組合等加

入年月日 

⑨ 
備考 

         
         
         
         
         
         
 
（記載要領） 
（１） 組合員等名簿については、常時供給対象となる組合員等と、その他の組合員等とをできる限り

区分して、別葉に作成することが望ましい。 
（２） ①欄については、それぞれの別に一連番号とすること。 
（３） ⑥欄については、技能の格付けの結果及び技能について特別の資格等がある場合は、その資格

等を記載すること。 
（４） ⑧欄には、当該労働組合等の組合員等となった年月日、当該労働組合等を離脱した者について

は、当該離脱年月日を朱書きすることによって常に整理すること。 
（５） 本名簿は、職種別、住所の地域別当に区分して、別様として作成されてもよく、また、各欄の

位置を変更し、必要に応じて所定項目以外の欄を設けて活用されることも、何ら差し支えないこ

と。 
 



様式第１５号 
（日本工業規格Ａ列４） 

供給先事業所台帳 
 
 

（労働組合等名称）            
① 
名 称 

 ② 
所 在 地 
（電話） 

 

③ 
事業所内容 

 

職種      計 組合員等数 ④職種別常

用労働者数 人員 人 人 人 人 人 人  

⑤通常供給を行う職

種及び人員 
（最高～最低） 

 

⑥労働協約の有無 
締結年月日 
及び有効期限 

 

 
（記載要領） 
（１） 供給先事業所台帳は、供給先の工場、事業所等の別に別葉に作成すること。 
（２） ③欄には当該工場等の事業種目を具体的に列記すること。特に供給対象となる事業種目は必ず

詳記すること。 
（３） ④欄には、当該工場等に常時来ようされている労働者の数を職種別に記載すること。 

組合員等数欄には、当該常用労働者のうち、供給を行う労働組合等の組合員であるものの数を

記載すること。 
（４） ⑤欄には、通常工場等に供給する職種及び人員を記載すること。人員については、供給する最

高時の人員及び最低時の人員を記載すれば足りるものであること。 
 



様式第１６号 
（日本工業規格Ａ列４） 

供給申込受付簿 
 

（労働組合等名称）           
③供給先 ④申込人員 ⑤供給人員 ① 

供給申込 
受 付 
年 月 日 

② 
供 給 
年 月 日 

Ａ 
名 称 
（申込者

氏 名 ） 

Ｂ 
就労等の 
職 種 

Ａ 
職 種 別 

Ｂ 
人 員 

Ａ 
職 種 別 

Ｂ 
人 員 

⑥ 
備 考 

         
         
         
         
         
         
 
（記載要領） 
（１） ③のＢ欄には、供給された者が行う作業等の種類（内容）を記載すること。 
（２） ⑤欄には、当該供給申込みに対し、実際に供給を行った人員を記載すること。 
（３） ⑥欄には、当該供給申込みの労働条件等の概略、その他参考となる事項当を記載すること。 
 



様式第１７号 
（日本工業規格Ａ列４） 

組合員等供給就労簿 
 

労働組合等名称   
記録年月  

供給した組合員等 
番号 氏名 職種 

供給就労月日及び就労先名 

就労日 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ 
就労先            
就労日 １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ 
就労先            
就労日 ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ３１   

   

就労先            
就労日 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ 
就労先            
就労日 １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ 
就労先            
就労日 ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ３１   

   

就労先            
 
（記載要領） 
組合員等供給就労簿は、個々人の供給状況及び就労状況が記録されればよく、個人別の年間分

を別葉にして作成したり、一定期間固定した供給先へ供給される者については、別様式でもよい。 
 



様式第１８号（第１面） 
（日本工業規格Ａ列） 

労働者供給事業報告書 
 
１ 報告対象期間 

年  月  日から  年  月  日まで 
２ 労働者供給実績等 

職種名     計 
(a)需要延人員 人 人 人 人 人 
(b)供給延人員 人 人 人 人 人 

①供給実績 

(c)供給実人員 人 人 人 人 人 
職種名     計 
(a)常時供給数 人 人 人 人 人 
(b)臨時的供給数 人 人 人 人 人 

②3 月末日
における供

給対象組合

員等総数 (c)計 人 人 人 人 人 
③3月末日における組合員等総数      
④未供給等に対する処置  
⑤供給に関する賃金 
（1日あたりの額） 円 円 円 円 円 
 
３ 労働者供給事業収支決算 

科 目 金 額 摘 要 
  
  
  
  
  

収
入
の
部 

  

 

  
  
  
  
  

支
出
の
部 

  

 

 
職業安定法施行規則第３２条第７項の規定により上記のとおり事業報告を提出します。 
 

年  月  日 
 
厚 生 労 働 大 臣 殿 

 
提出者             印 



  
 

様式第１８号（第２面） 
 
（記載要領） 
 
（１）  ２①(a)欄には、供給先事業所から受けた供給申込延人員を、２①(b)欄には、当該労働組合等

が供給した延べ人員を、２①(c)欄には、供給実人員を記載すること。 
（２）  ２②(a)欄には、報告対象機関における職種別の供給組合員等の供給実績を実数で、常態的に

供給の対象となる組合員等と、他の事業所等に雇用されているもの等で仕事の繁閑に応じて供

給の対象となる組合員等に区分して記載すること。 
（３）  ２④欄には、報告対象期間において、当初の供給計画どおりに当該組合員等を供給できなか

った場合若しくは供給先の需要に応じられなかった場合にとった措置又は報告対象機関外にお

いて特に著しい未供給があった場合の措置について記載すること。 
（４）  ２⑤欄には、供給の対象となった組合員等の職種別の平均的な 1 人 1 日（８時間として算定

する）当たりの額を記載すること。この場合において、供給の対象となる組合員等の技能等に

応じて、それぞれ一定の額を定めており、その支払を受けている場合は、当該区分に応じた当

該それぞれの額を別葉に記載して添付することにより本欄の記載を省略して差し支えないこと 
（５）  ３については、①報告対象期間における事業の運営に要した経費の出所と額及びその費目別

収支決算、②組合費、その他組合員等から徴収した額並びにその算出方法、徴収方法（徴収し

た時期、回数、その他）などを記載すること。 
なお、この場合、当該記載内容を満たす別葉の書類が既にあるときは、当該書類を添付する

ことによって本欄の記載を省略して差し支えないこと。 
（６）  提出者の欄には、記名押印又は署名のいずれかにより記載すること。 
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様式第１９号 

 

苦情相談受付状況報告 

 

    労働局（     年分） 

 

１ 苦情相談の媒体 

相談窓口 件 

電話 件 

その他 件 

合計 件 

 

 

２ 苦情相談の申出者 

労働者 件 

供給元 件 

供給先 件 

その他 件 

合計 件 

 

 

３ 苦情相談の内容 

労働者供給契約の解除 件 

労働・社会保険 件 

賃金 件 

労働時間 件 

労働条件の明示（賃金、労働時間、就

業場所等） 
件 

個人情報の保護、秘密の保持 件 

労働者供給事業所における苦情の処理 件 

その他 件 

合計 件 
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様式第２１号 
労働者供給事業指導状況報告 

 
       労働局（     年分） 

１ 指導実施状況 

対    象 
区   分 

供給元 供給先 

指導実施事業所数  件 

（内       件）

 件 

（内       件）

許可の取消し  件 

（内       件）

 件 

（内       件）

事業停止命令  件 

（内       件）

 件 

（内       件）

行
政
処
分
等
件
数 改善命令  件 

（内       件）

 件 

（内       件）

司法処分（告発）件数  件 

（内       件）

 件 

（内       件）

※ 内数については、職業安定法第５条の４違反に関する指導件数を記入すること。 
 
２ 申告事案処理状況 

対    象 
区   分 

供給元 供給先 

申告件数  件 

（内       件）

 件 

（内       件）

申告受理件数  件 

（内       件）

 件 

（内       件）

指導件数  件 

（内       件）

 件 

（内       件）

許可の取消し  件 

（内       件）

 件 

（内       件）

事業停止命令  件 

（内       件）

 件 

（内       件）

行
政
処
分
等
件
数 改善命令  件 

（内       件）

 件 

（内       件）

司法処分（告発）件数  件 

（内       件）

 件 

（内       件）

※ 内数については、職業安定法第５条の４違反に関する指導件数を記入すること。 
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様式第２０号 
 

苦情相談記録票            労働者供給事業用  
 

       公共職業安定所／       労働局 
 

 
① 受付 
 

日時       平成   年   月   日（  ） 
 
方法       相談窓口  ・  電話  ・  その他（             ） 
 

 
② 申出者  

 
a 労働者（    歳）（ 男 ・ 女 ） 
 
b 供給元 
 
c 供給先 
 
d その他（                           ） 
 

 
③ 内容分類（複数可） 

 
a 労働者供給契約の解除 
 
b 労働・社会保険 
 
c 賃金 
 
d 労働時間 
 
 
 

 
e 労働条件の明示（賃金、労働時間、就業場所等） 
 
f 個人情報の保護、秘密の保持 
 
g 労働者供給事業所における苦情の処理 
 
h その他 
 （                ） 

 
④ 苦情処理の具体的内容、経緯 
 
 
 
 
 
 

 
⑤ てん末 
 

 


